
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　 部
課

又は施設

②項

対象と
対象の数

２■事務事業実施の状況

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

１－２担当 教育部 文化会館 係

１－１事務事業の
名称

　地域文化祭への助成事業

文化振興係 評価票作成者 文化振興係長　鈴木 英樹

１－３総合計画に
おける施策の体系

①節
教育文化 　③基本施策 　文化・芸術活動

生涯学習の推進 　⑤単位施策(小）

コード 4―1―2

「個性ある文化と豊かな人間性を育むまちづくり」 　④単位施策(中） 　文化事業・イベントの充実 コード 4―1―2―2

　地域文化祭への助成の充実 コード 4―1―2―2―2

１－４事務事業の
目的の精査

  区または町内会を単位とした文化芸
術に関心のある市民（区民）

意図（対象を事務事業に
よってどのような状態にす
るのか）

  区又は町内会が主催する地区の文化祭により多くの住民が参加するようにする。

１－５事務事業の
内容

  区又は町内会が主催する地区の住民参加による地域文化祭（美術品、俳句、短歌等の作品展示及び舞踊、民謡等の発表会を併合して行う）事業を開催する団体に対し、市が助成を希望する区又は町内会からの
申請に基づき、経費の一部を市が補助する事業。交付基準が21年度より　　区主催：18,000円他区と共催の場合１区増毎に3,600円加算　　　町内会主催：9,000円　他町内会と共催する場合１町内増毎に1,800
円加算（限度額18,000円）

２－１事務事業の
実施における基本
認識

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み 社会状況等の事務事業がおかれる環境把握 市民ニーズの認識
  区の代表が集まる会議において、趣旨の説明を行ってい
る。

  参加する地区住民の多い区は、毎年恒例的に開催してい
る。が参加に因数が少ない地域は、開催されない。

  地域の文化祭の取組みについて、地域住民にＰＲの必要を感じた

〃

　補助事業の手続きを解り易くするためマニュアルを作成
し、交付決定に添付することとした。

〃 〃

　前年度同様、補助事業の手続きを解り易くするためマニュアルを作成し、交付決定に添付することとした。今年度新たに申請された区があったが、地域コミュニティーを深める効果があったとの
ことで、今後も市民にとって重要な事業であることがうかがえる。

　参加する地区住民の多い区は、毎年恒例的に開催してい
る。

　新たな要望は無い。

〃 〃 〃

  地域文化祭補助金助成団体数 15（団体） 20（団体）
  地域文化祭助成団体数を目標数とした　　文化祭補助金助成団体可能区数　26区→24区（二村
台３・５・６区は共催申請）　　2010年度は、15団体　　　2015年度は、20団体を目標とした

　今年度新たに申請した区があった。取り組んだ結果、地域コミュニティーを深める効果があったとのことで、今後も市民にとって重要な事業であることが分かった。一括交付金化の向きがある
が、当初の細目どおりの目的に使用されるか見守る必要がある。

　今年度より地域一括交付金に移行。

　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

事務事業成果指標名 前期目標値(単位) 後期目標値(単位) 指標の説明

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

12（団体) 12（団体) 14（団体) 14（団体) 14（団体) 15（団体） ―

240 240 280 252 252 278 ―

670 667 662 646 627 614 ―

910 907 942 898 879 892 ―

1団体
当たり76

1団体
当たり76

1団体
当たり67

1団体
当たり64

1団体
当たり63

1団体
当たり　59.5 当たり 当たり 当たり 当たり

アウトプット実績（活動数値）の補足説明
直接事業費は、補助金額の総額が直接経費としている。
人件費は、係り担当の年度内の関わり（事務分担実績）から0.1人として平成23年度は算定した。6,137千円×0.1＝614千円

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

平成２４年度地域一括交付金へ移行



後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

単年度
担当課評価

● ４段階評価結果Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）
Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）

　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）
Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）

 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

70.0

　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

60.0 60.0

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

指標対応実
績（団体)

12 12 14 14

70.0 70.0 75.0 ―

―14 15

　平成２６年度 　平成２７年度３－1　評価結果
(アウトカム自己
分析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度

Ａ Ａ Ａ Ａ

　平成２４年度 　平成２５年度　平成２２年度 　平成２３年度

３－２評価の内容

今後の環境変化を踏まえた課題認識 次年度に向けて改善する取組み 事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
  文化的意識が少数で他の事業に重点が置かれているよう
である。

  説明会で申請書類も簡単である旨、また気軽に申請され
るよう促す。

  特に従前とおり処理をする。

〃 　区長会等で詳しい説明を行う。 　申請のあった事業の補助を行った。

〃 〃 　申請のあった事業の補助を行った。前年度申請のあった区には行事の実施
や申請の確認を実施した。

Ａ Ａ ―

　市民の文化活動に関する意識や機会を維持し、増加につなげるためにも、地域による文化活動は推進しなければならないものと位置づけて取り組む必要がある。

　今年度より地域一括交付金に移行。

　開催地域によって、事業規模の大きさが異なる。補助金
というより協賛金程度の金額となっている。

〃 　市民の文化活動に関する意識や機会を維持し、増加につなげるためにも、
地域による文化活動は推進しなければならないものと位置づけて取り組ん

　市民の文化活動に関する意識や機会を維持し、増加につなげるためにも、地域による文化活動は推進しなければならないものと位置づけて取り組む必要がある。

４－１総合評価の
結果

結果 審査会による改善方向の指示

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

― 　地域一括交付金に移行したため、市民協働課の「行政区交付金事業」へ統合とする。

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。


